
書式第12号 (法第28条関係 )

令和 2年度(21期)事 業 報 告 書

(令和 2年 4月 1日から令和 3年 3月 31日 まで)

特定非営利活動法人 SOS総合相談グループ

1.事業の成果

第 21期は、SOSが NPO法人として活動を開始してから20年の節目の期でありました。数年前よりこの

記念すべき期を、「この20年の足跡をふり返り、次の20年に向けて社会に根ざした足腰のしつかりした体

制をつくり上げること」を理念として、コロナウイルス感染対策を万全に講じ、各種施策を立案し実行に移

して参りました。

(1)20周年事業の活動としては、限られた環境のなかでも①記念誌の発行、契約先・会員に対する挨

拶状・記念品の送付、創業以来の会員に対する感謝の会の開催、各種規定の整備・規程集の編集、

新規顧客獲得キャンペーン等実施して参りました。

(2)相談業務においては、面談相談の休止、相談員の自宅・事務所における電話転送による相談受付、

オンライン(Zoom)相談の導入等各種感染防止対策を講じ相談ニーズに対応して参りました。その

結果、相談件数は、2,673件と昨年度に続き多数の実績を残すことができました。

(3)事業推進業務においては、訪間の自粛、契約先の業績不振が伝えられる中4社が解約となりました

が、一方 3社が新規契約となりました。また、契約先の研修会への講師派遣についても、オンライン

研修の提案等により実績を残すことができました。

(4)研究0研修業務につきましては、例年の会員向け研修会、部会内研修会、忘年研修会等が「3密」

回避の要請のもと開催できず低調に終わりました。

(5)次に会員の状況について、ご報告いたします。今期は、入会 5名 、退会 10名で期末人員は106名

(3月 31日 付退会者 4名を含む)となっております。

(6)今期の社会貢献事業として、「読売光と愛の事業団・全国コロナ医療福祉支援基金」に 10万円を寄

付いたしました。

2.事業の実施に関する事項
17 】千円)げ疋 井 冨 利 翌

事業名 内 容 実施 日時 実施場所 従事者

の

延人数

受益対象者の

範囲と延人数

支出額

(千円)

一般総合

相談事業

○総合相談及び土

曜特別相談

(7相談分野)

()タイックレスホ
°
ンス

相談

○個別相談会

○平日の

10～ 16時

第 204土曜

10～ 16時

○稼働 日の

緊急相談

0401月

SOS本部

SOS本部

顧客先

15QQ¨盗L

lΩQ=色

5ム

一般人及び契

約法人勤務者

15ΩO:色

一般人及び契

約法人勤務者

100:色

契約法人

勤務者 lQ=色

17,714

研修事業 ○セミナー

(2テーマ 3回 )

()10・ 12・

3月

顧客先 10_生 契約法人

勤務者 9望
=色

153

相談員の

スキルアップ ○新入会員研修 09月 SOS本部 10_生 自法人 3生 30



令和2年4月 1日 から令和3年 3月 31日 まで
特定非営利活動法人 SOS総合相談グループ
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令和3年3月 31日 現在

特定非営利活動法人 SOS総合相談グループ
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令和2年度  計算書類の注記
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1重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2017年 12月 12日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)によつています。

(1)固 定資産の減価償却の方法
①建物付帯設備
・パーティション、電気設備および空調設備については、定率償却 (耐用年数15年 :13.3%)

2固定資産の増減内訳

3その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項
・事業費と管理費の接分方法

管理部門要員の稼働実績 (実働時間概算:事業&管理各業務への関与度合い)に基づき、管理部門要員の事業

部門業務への関与割合(%)を算定。その関与割合(50%)により、役員報酬を除く管理部門費を費目ごとに事業

部門に接分している。
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全租笙整 _重健狙量
令和3年3月 31日 現在

特定非営利活動法人 SOS総合相談グループ
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流 動 資 産 合 計

2.固定資産

(1)有形固定資産

建物付帯設備

有形固定資産計

(2)無形固定資産

電話加入権

無形固定資産計

(3)投資その他資産

敷金

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ。負債の部

1.流動負債

前受消費税

令和2年度前受消費税

未払法人税等

法人税住民税等

未払消費税

未払金

IT機器購入費用

未払費用

社会保険料法人負担分

預り金

源泉所得税・

及
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 〈前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 SOS総合相談グループ

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1 鯉璧
"監

事
モ トハシ カツノリ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日本橋 克典

つ

ろ C)・ 監事
イシダ イズミ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年石田 泉

う
０ CD)・ 監事

ツノダ エイジ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年 月 日角田 榮二

4 ∈蒔卜監事
ホンゴウ アキラ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日本郷 亮

5 CD・ 監事
ミヤタ キヨコ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年宮田 浮子

6 ∈憂
"監

事
サイ トウ マユミ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日齋藤 員弓

7 ∈憂卜監事
ヤジ ヒロシ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日谷治 博史

8 (憂>監事
マツシタ アキオ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年   月   日松下 昭夫

9 ∈肇卜監事
オオヤマ ミツオ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日大山 光男

10 ∈肇
"監

事
ツプキ カズハル 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

日年 月津吹 一晴



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

つづき

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

鯉壁
"監

事
アラオ ヒロシ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年

年

月   日

月 日荒尾 博

12 (D・ 監事
ヤマト ヨウイチロウ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日大和 陽一郎

13 CD・ 監事
タカギ ヨシヨ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年   月   日

年  月  日高木 佳子

14 ∈襲い監事
キッカフ トモヒロ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日吉川 知宏

15 CD・ 監事
カワサキ タツヤ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日川崎 達也

16 (馨卜監事
タナカ シュウコ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年田中 周子

17 ∈酵卜監事
a)\ly ,,1 a 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月 日

日年 月小林 慶子

18 鯉璧)。 監事
シグラ マサアキ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日設楽 昌明

19 ∈璧
"監

事
カツタ モ トイ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年 月

月

日

日年勝田 基

20 ∈璧
"監

事
オオサワ マサカツ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年 月 日大澤 雅勝

21 理事〈彊≫
カサハラ ケンジ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年  月  日

年  月  日笠原 健治

22 理事〈藍)
スギタ ヨウイチ 令和 2年 4月 1日

令和 3年 3月 31日

年   月   日

年  月  日杉田 洋一



書式第 19号 (法第 28条関係)

社員のうち 10人以上の者の名簿

令和 3年 3月 31日現在

特定非営利活動法人 SOS総 合相談グループ

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 江端 鈴美

2 小林 慶子

3 町田 晋平

4 清水 和友

5 多田 純

6 香取 昂宏

7 松山 朋子

8 菅原 和夫

9 大澤 雅勝

10 勝田 基

11 尚樹 孝雄

12 栗原 哲哉


